
１．はじめに
（１）限界集落の現況
　全都道府県で高齢化率が 21％を超える超高齢
社会となりⅰ、今後も人口減少・高齢化がますます
速まると見込まれているわが国では、厚生労働省
が平成 20（2008）年３月 31 日付で『これからの地
域福祉のあり方に関する研究会報告書　地域にお
ける「新たな支え合い」を求めて－住民と行政の
協働による新しい福祉－』を発表した。その中の
課題の１つとして「中山間地においては、若年層
を中心とした人口流出により地域社会の構成員が
減少し、特に限界集落（過疎化などで人口の 50%
が 65 歳以上の高齢者になり、冠婚葬祭など社会
的共同生活の維持が困難になった集落）のような
ところでは、地域社会の維持さえ難しい状況と
なっている」と限界集落をあげている。国土交通
省の『平成 27（2015）年度過疎地域等条件不利地
域における集落の現況把握調査報告書』では、「前
回調査と同様、山間地集落において集落機能が低
下している、あるいは機能維持が困難となってい
る集落の割合が特に高く、さらにそれぞれの割合
も前回調査から増加（「機能低下」集落は前回調査
時より 3. 9 ポイント増加、「機能維持が困難」な集
落は 0. 7 ポイント増加）しており、集落機能の維
持が困難になっている状況がうかがえる」と報告
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されている。これらの報告書から限界集落は全国
的に拡大しており、深刻な状況を迎えていること
が伺える。
　限界集落とは、村落研究を続ける大野が、綿密
なフィールドワークを経て「過疎」では表せない
厳しい状況の集落があることを昭和 63（1988）年
に提唱した概念ⅱで、集落の状態区分のうち「65
歳以上の高齢者が集落人口の 50％を超え、冠婚葬
祭をはじめ田役、道役などの社会的共同生活の維
持が困難な状態にある集落。老人夫婦世帯、独居
老人世帯が主」ⅲの集落のことである。長野県で
は平成 19（2007）年 10 月 5 日信濃毎日新聞朝刊 1
面に「限界集落（長野）県内 93 カ所－住民の半数
以上が高齢者」という記事が掲載された。その記
事の中で大野は「限界集落が進めば、信州の豊か
な自然や原風景が損なわれていく」と述べている。
概念提唱から約 20 年後のことである。

（２）鈴ヶ沢集落での農福連携
　長野県内の限界集落の 1 つに下伊那郡阿南町
和合地区鈴ヶ沢集落がある。平成 30（2018）年 10
月現在で、4 世帯 7 名（80 歳代 2 名、70 歳代 2 名、
50 歳代 2 名、30 歳代 1 名。高齢化率 57. 1％）の
住民が暮らしている。TVなどで限界集落の実態
として報道された集落である。現在、この鈴ヶ沢
では農福連携により、その集落だけで代々栽培さ
れてきた野菜を伝統野菜ⅳとして守る取り組みが
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民が地域の問題を自らの問題としてとらえ、生活
の場としてその地域で個性豊かにつくり上げてい
く、それを行政とともに考えて進めていく、住民
の力が不可欠であり、住民、地域団体、ボランティ
アなどの多様な供給主体がつくられることが必要
だ」 ⅺと大要述べている。超高齢社会となったわ
が国において、限界集落で始まった阿南町の農福
連携は、10 年来さまざまな公私の関係機関（者）
がかかわることで継続しており、農福連携の事例
の中でも、大野や坂田が唱える地域再生やまちづ
くりの取り組みといえるであろう。
　阿南町での農福連携は、前述の専門誌掲載のよ
うにこれまでにさまざまな発行元から偶発的に社
会へ発信されている状況である。先行研究のレ
ビューにおいては、限界集落での農福連携を研究
報告されたものが見当たらない。また、市町村社
協の農福連携の取り組みについても先行研究が見
当たらない。障害者福祉施設の農福連携の取り組
みについては、平成 25（2013）年度に特定非営利
活動法人日本セルプセンターが、全国の障害者就
労支援施設約 1, 700 か所へ実施したアンケート調
査の結果と、農福連携の優良モデルとなる施設へ
の現地調査の結果を報告しているものⅻなど、い
くつかの研究論文もみられるが、該当施設にアン
ケート調査やインタビュー調査を行ったもので、
連携している他機関への調査が十分に行われたも
のではない。
　これらのことから、全国的にも先駆的な阿南町
の事例を今後も継続していくためには、また、後
進が先行事例として参考としていくためにも、こ
れまでの経緯やさまざまな関係機関（者）のおも
いや活動内容を集約して整理し、どのような要因
で取り組みが継続しているのかを明らかにしてお
く必要があると考えられる。そこで今回、さまざ
まな関係機関（者）の協力を得て、聞き取り調査を
実施する運びとなった。
　なお、本研究では、この取り組みについて被調
査者の合意を得て、以下「鈴ヶ沢モデル」と称する
ことにする。

行われている。この鈴ヶ沢での農福連携は『平成
28 年度食料・農業・農村白書』に、「伝統野菜の生
産維持に障害者が大きく貢献（長野県）」として掲
載されたⅴ。さらに、『月刊福祉』平成 22（2010）
年 6 月号には、平成 19（2007）年に阿南町社会福
祉協議会（以下：阿南町社協）内に設立された「南
信州おひとよし倶楽部」（以下：おひとよし倶楽部）
が、集落に伝承されてきた野菜の栽培を始め、平
成 21（2009）年度から阿南町社会就労センターへ
と引き継がれたことが掲載されているⅵ。直近で
は『ながの社会福祉士会News 第 168 号 2018. 9. 1
＜農福連携で守る和合伝統野菜＞』に、この取り
組みが阿南町社会就労センターから社会福祉法人
ひだまりの郷あなん阿南町就労支援センター（以
下：就労支援センター）へと引き継がれ、おひとよ
し倶楽部I氏の協力を得ながら現在も受け継がれ
ていることが掲載されているⅶ。
　以上の関係資料から、阿南町では、公には農福
連携という用語がまだ使われていない頃ⅷから、
人口減少と高齢化により農業生産が困難になった
限界集落において、農業と福祉を連携させること
により、稀少な野菜を継承しており、そして今な
お活動し続けていることが分かる。まさに、鈴ヶ
沢での取り組みは、限界集落を消滅させないこと
からも農林水産省と厚生労働省が提唱し始めた農
福連携ⅸからも、全国的に先駆的な事例だといえ
るであろう。
　前述の新聞記事の中で、大野は長野県内の限界
集落の状況について「県は市町村任せにせず、現
状を把握してともに対策を考えていく必要があ
る」と建策を求めている。一方で、「自分たちが直
面している課題を集落単位で話し合い、課題を整
理し、問題を共有し、求められる具体策が何であ
るかを話し合う。集落ごとに立案された政策を自
治体を交えて発表し合い、＜自分たちの地域を自
分たちの手で＞活性化し、再生していく住民の主
体を形成していくこと」ⅹと政策提起型の地域づ
くりを提言している。大野の概念提唱とほぼ同
じ頃に坂田は、「高齢化社会を支えるのに行政だ
けで取り組むのではなく、自治の主人公である住
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て、「必要であればコミュニティと協働すること」
としている。これを筆者は、地域（利用者）ニー
ズ優先の考え方から山崎の「社会が求めているこ
と」を「地域の問題」という項目名に変え、これを
優先項目としてワークシートの上段に配置した。

「地域の問題」は私の地域だけを考えるのではな
く、マクロ・ミクロの視点を取り入れ、「社会全体
の問題」と「この地域の問題」を考えるように工夫
した。さらに、山崎の「必要であればコミュニティ
と協働すること」について、地域における社会資
源の活用・調整・開発はソーシャルワークでは必
須であることから、「私ができること」を「取り組
みに使った資源」という項目名に変え、「地域の問
題」の下段に配置した。
　また、まちづくりリーダー養成講座「プログラ
ムデザイン・シート」では、プログラムの目標設定
までの枠組みとなっているが、ソーシャルワーク
の分野においてもPDCAサイクルが導入されてい
ることから、「（取り組みの）趣旨」、「具体的な行
動」、「（行動による）成果」、「今後の課題」という
Ⅰ期の流れのあとにⅡ期の流れがくるように配置
した。

（３）倫理的配慮
　事前に調査員から被調査者へ研究の趣旨を郵送
し、その後電話にて趣旨説明して同意を得た。就
労支援センター利用者の同意は、所長の同意を仮
の同意とみなし、集団面接中に答えたくない質問
については、回答を拒否することも、質問の途中
であっても聞き取りを終了させることもできるこ
ととした。また、被調査者には、研究趣旨以外と
なるプライバシーに関する質問および回答はしな
いこととした。個人情報漏洩の予防対策として、
①論文等で記載する固有名詞は所属機関・役職以
外は、無記名またはアルファベット化する、②聞
き取りの回答については逐語記録を用いない、③
質問内容以外のプライバシーに関する回答があっ
た場合はテキストデータとはしない、④聞き取り
の記録について、ICレコーダーのデータを本研究
終了後に処分することとした。

２．研究の概要
（１）目的
　本研究の目的は、鈴ヶ沢モデルをⅠ期とⅡ期に
わけて、今回行った関係機関（者）への聞き取り調
査のテキストデータとこれまでに専門誌や新聞
等で発信されたテキストデータを集約し、図解に
よってデータを整理し、伝統野菜を守り新たなつ
ながりをつくる鈴ヶ沢モデルは、地域のさまざま
な機関（者）の活動が融合した農福連携であると
いうことの記述と、どのような要因で現在もその
取り組みが継続しているのかを明らかにすること
である。

（２）方法
　聞き取り調査は、平成 30（2018）年 10 月中に、
調査員が阿南町を訪問して行った。阿南町社協事
務局長K氏に、鈴ヶ沢モデルの始まりから現在に
至るまでの経緯を中心とした内容を、阿南町社協
事務所にて 60 分の個別の非構造化面接法をした。
おひとよし倶楽部I氏、阿南町集落支援員（元地域
おこし協力隊員）IN氏、就労支援センターの所長
H氏・農業担当職員T氏・利用者 6 名に、伝統野菜
を栽培している圃場での参与観察と、鈴ヶ沢モデ
ルの現在の活動を中心とした内容を、圃場近くの
旧分校にて 120 分の集団の非構造化面接法をし
た。また、鈴ヶ沢モデルが掲載された専門誌、雑
誌、新聞記事及びそれぞれの機関がまとめた活動
内容の資料、ホームページからデータ収集を行っ
た。
　データの整理に用いる図解には、地域を変える
デザインコミュニティにおいて山崎の考えるデザ
インコミュニティの活動領域xiiiと平成 22（2010）
年に善通寺市社会福祉協議会主催のまちづくり
リーダー養成講座シリーズ参加型会議のつくり
方・すすめ方（第 5 回・第 6 回）において使われた

「プログラムデザイン・シート」を参考に筆者が作
成したワークシート（図 2 参照）を用いた。
　特筆すべきことは、参考としたシートにソー
シャルワークの視点を取り入れたことである。山
崎の考えでは「私がやりたいこと」「社会が求めて
いること」「私ができること」の 3 つを組み合わせ
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る鈴ヶ沢モデルの展開をまとめた。このモデルの
実施主体を、機関・施設、者と分類して、実施主体

（機関・施設）が阿南町社協から平成 27（2015）年
に就労支援センターへ引き継がれるまでを鈴ヶ沢
モデルのⅠ期とした（図 1 参照）。

３．調査の結果
（１）阿南町社協の活動
　初めに、阿南町社協事務局長K氏、おひとよし
倶楽部I氏、阿南町集落支援員IN氏（地域おこし協
力隊員時の内容）への聞き取りおよび関連資料よ
り、平成 16（2004）年阿南町社協の活動から始ま

　平成 12（2000）年 4 月介護保険制度が開始され、
阿南町社協では居宅介護支援事業、訪問介護事業、
通所介護事業を開始した。平成 16（2004）年 7 月
には、飯田市下瀬に「下瀬しあわせ村」を開所し、
高齢者のデイサービスセンター杜のおんがっかい
を開始した。当時阿南町社協で議論されたことは、

「社協が始めた介護保険事業は、地域の高齢者が
在宅で末永く暮らし続けなければ事業継続できな
い。地域の高齢者には、最期まで在宅で暮らして
もらいたい。そのために社協はどうすればいいか」
ということだった。地域では高齢化にともない耕
作放棄地が広がり始め、「農作業をやめたらはり
あいがない」という高齢者の意見もあった。そこ
で、阿南町社協が考え出したのが地域の「農業支
援」であった。高齢者世帯、特に独居高齢者世帯（農

図 1　鈴ヶ沢モデルの実施主体（機関・施設、者）の推移

家）の畑や梅の木を地域の社会資源を活用して維
持していく、そのことで、高齢者が最期まで在宅
で暮らせる形をつくっていく、在宅生活が継続す
ることで、阿南町社協の事業も安定して経営がで
きるということであった。
　平成 16（2004）年 7 月に長野県のコモンズ支援
金xivにて「阿南町農業塾」（以下：農業塾）を開始し
た。その会合に、のちにおひとよし倶楽部で農業
指導を担当することになるI氏が参加した。平成
17（2005）年から離農と荒廃農地の課題解決に向
けて高齢者農家を支援する「農業おたすけ隊」を
組織した。農業塾では、知恵と技術を集結し付加
価値のある阿南ブランドを作り出すなどの取り組
みが始まった。農業塾の話し合いのテーマは「何
もない町に何かを」であった。平成 17（2005）年 
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を設立していた。阿南町社協は、阿南町から平成
15（2003）年 4 月にやわらぎ園の運営委託業務を
受けた。平成 18（2006）年 4 月には福祉企業セン
ターの指定管理を受けて、それまでに委託運営し
ていたやわらぎ園と統合して運営開始した。平成
19（2007）年 4 月には、阿南町福祉企業センター
を「阿南町社会就労センター」（以下：社会就労セ
ンター）に名称変更した。それまでの福祉企業セ
ンターでは、裁縫などの仕事をしていたが経済の
グローバル化で仕事は減少していた。やわらぎ園
でも、組み立て前の自動車部品のハーネス関係作
業を企業から受託していたが、リーマンショック
以降、受託事業が激減した。利用者の生きがいや
工賃向上となる仕事を早急に作り出さなければな
らなくなった。このことと前述の農業支援事業廃
止がちょうど重なり、平成 21（2009）年 5 月から
は農業支援事業を社会就労センターに移管し、お
ひとよし倶楽部は社会就労センターやわらぎ園の
1 部門として存続することになった。取扱品目を

「鈴ヶ沢なす、鈴ヶ沢うり、鈴ヶ沢南蛮、ホド芋、
赤大豆」に絞り込み、農家と利用者が生産した農
作物を販売し、農家には商品売り上げとして、利
用者には工賃として還元していった。当時、やわ
らぎ園の収入としては、工場の内職で約 300 万円
だったものが、農業に取り組むことによって、収
入が増え始め、最終的には約 700 万円までになっ
た。
　この時期は国の障害者福祉施策もめまぐるしく
移行していったときである。平成 15（2003）年 4
月からこれまでの「措置制度」から新たな利用の
仕組みである「支援費制度」が施行された。平成
18（2006）年 4 月からは「障害者自立支援法」が施
行され、平成 23（2011）年 10 月、平成 24（2012）
年 4 月に改正された。さらなる障害者福祉施策の
見直しはすすめられ、平成 24（2012）年 3 月に地
域社会における共生の実現に向けて新たな障害
保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に
関する法律が閣議決定され、同年 6 月に公布、平
成 25（2013）年 4 月から「障害者総合支援法」が施
行された。法律が次々と移行されることに対応す

7 月の信濃毎日新聞朝刊で、鈴ヶ沢に伝わるなす
とうりが「地野菜」として初めて報道された。そ
の頃、その地野菜を食べるイベントに参加してい
たI氏は、「この地域には貴重で誇れる作物がある。
無いものさがしではなく、有るものを残していく」
というおもいを強くし農業塾で意見することにな
る。農業塾では地域で受け継がれてきた様々な地
域資源を山里の恵みとして後世に残していこうと
いうおもいが共有されていくこととなった。この
おもいを引き継いだおひとよし倶楽部は「残した
い、伝えたい、山里の恵み」を活動の基調にして
いる。
　平成 18（2006）年 8 月から農業支援事業を開始
し、インパクトのある特産品としてホド芋（アピ
オス）が試験栽培された。同年 10 月には、阿南町
社協内の農業支援部門としておひとよし倶楽部が
設立され、I氏が担当職員となった。平成 19（2007）
年からは地域の農家も生産に加わり、農産物の生
産、商品開発、加工、販売がされていった。平成
20（2008）年度までには、当初農業塾の目標であっ
た地域ブランド化を阿南ブランド「元

ま め

気だかなブ
ランド」として取扱品目を 25 品目にまで広げて
いった。
　平成 19（2007）年、長野県が信州の伝統野菜伝
承地栽培認定制度をスタートさせた。鈴ヶ沢では、
なすを伝統野菜にして、次にうりを伝統野菜に申
請し、もう１つ、南蛮を伝統野菜にしようという
ところまできたところで、阿南町社協の農業支援
事業を継続することが厳しい状況となった。理
事会で「社協の農業支援事業が採算ベースに乗っ
ているか」ということが審議され、結果、平成 21 

（2009）年 4 月をもって農業支援事業を廃止する
ことになった。
　一方、阿南町社協では介護保険事業と農業支援
事業と並行して、平成 16（2004）年 7 月下瀬しあ
わせ村に知的障害者グループホーム「木の葉のさ
さやき」と地域活動支援センター「花香房かざぐ
るま」の運営を開始していた。また、阿南町は、
1970 年代に小規模共同作業所やわらぎ園を設立、
生活保護法上の授産施設である福祉企業センター
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人ひだまりの郷あなんとI氏たちで数回の話し合
いを重ね、平成 27（2015）年から就労支援センター
が伝統野菜の生産の担い手になった。
　以上、地域のさまざまな機関の活動が融合し、
伝統野菜の栽培は継続されることになり、鈴ヶ沢
モデルの実施主体（機関・施設）が阿南町社協から
就労支援センターへと引き継がれることとなっ
た。

（２）南信州おひとよし倶楽部I氏の活動
　I氏への聞き取りおよび関連資料より、I氏の活
動をまとめた（内容の一部は（1）に記述している）。
　I氏は、それまでの勤務先を早期退職し農業の
研修を始めることにした。最初にかかわった障害
者福祉施設では、大量の農薬、化学肥料が野菜に
散布される現状に衝撃を受けた。次の職場は、隣
村にあったフリースクールで農業の指導をするこ
とであった。「登校拒否児」など学校に適応できな
い子どもたちが対象であったが、前任の経験から
農業の指導は、環境保全型農業に徹した。農業体
験により子どもたちが、日一日と明るく生き生き
と変わっていく様をみて、汗の力、土の力、生き
物に接することの大切さを教えられた。このこと
を契機に、農業には、高齢者、障害者、不登校や引
きこもりなどの問題をかかえる人を育て、甦らせ
る大きな力があることを確信していくことになっ
た。そのフリースクールが、学校法人化にともな
いI氏は退職することになった。その頃、前述の
阿南町社協の農業塾が開催され、会合に参加した
ことがきっかけで社協職員となり現在の活動へと
繋がっていく。
　I氏が阿南町社協の高齢農業者支援職員として、
鈴ヶ沢集落の人たちの暮らしと心に寄り添い生き
がいにつながる農業の支援活動を行いながら思っ
たのは、「過酷な自然、社会・生活環境の中で父祖
伝来の野菜を、何のためらいも無くあたりまえの
こととして作り続けている高齢者がいるという現
実と、その中で住民が互いを気遣い、思いやり、
支え合いながら誇りを持って住み慣れた地で自分
らしく暮らし続けている」ということであった。
また、「鈴ヶ沢の人たちの慎ましやかな暮らしの

るため、阿南町では、町内で知的障害者更生施設
阿南学園を運営する社会福祉法人ひだまりの郷あ
なんが、今後はグループホームの運営と地域の活
動拠点として就労センターはなくてはならない一
つの事業であろうということが論議された。そし
て、平成 24（2012）年 4 月、社会就労センターは
社会福祉法人ひだまりの郷あなん（就労支援セン
ター）へ指定管理が移管された。これにより、平
成 16（2004）年 7 月に農業塾から始まった阿南町
社協による伝統野菜の継承は、地域の社会福祉法
人へバトンタッチされたかに思われたが、当時の
就労支援センターは、これまで社会就労センター
が行ってきた自動車部品等の下請け作業ならびに
農業活動の一部は継続するが、工賃を支払う農業
となる伝統野菜の栽培はしないということになっ
た。そこで、阿南町社協とI氏は、就労支援センター
移管と同年の平成 24（2012）年 4 月に和合住民に
よって発足した和合元気なむらづくり協議会xv

（以下：むらづくり協議会）に参加し、町社協前の
畑で伝統野菜の栽培を続けることにした。しかし、
この伝統野菜を継承するためには、やはり生産者
の確保が必要で、就労支援センターの利用者に手
伝ってもらいたいと考えていたところ、就労支援
センターにM氏が就職、伝統野菜に非常に関心を
持ち、利用者を連れて伝統野菜を見に来るように
なった。その間、平成 25（2013）年、平成 26（2014）
年には当時の地域おこし協力隊 3 名が作業に参加
していた。しかし、平成 26（2014）年の夏に「平
成 27（2015）年からは地域おこし協力隊の協力は
得られない」との通告が町役場からあり、生産活
動を継続するための人員確保が喫緊の課題となっ
た。
　その時、I氏には 1 つのアイデアがあった。そ
れは、三重県で行われた「水福連携」が新聞報道さ
れていたことであるxvi。第 1 次産業と福祉を連携
させるというI氏のアイデアを実現してくれたの
が、伝統野菜の栽培を当初から支持してくれてい
た長野県農業改良普及センターの職員で、農業就
労チャレンジ事業xviiを活用することを提案してく
れた。平成 26（2014）年の準備段階で社会福祉法
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　野菜の栽培法についても話し合いがなされた。
平成 19（2007）年おひとよし倶楽部の発足に合わ
せて、農薬や化学肥料を使わない農業をめざし、
地域の高齢者の知恵と経験に学び、昔ながらの方
法での栽培を基本にすることを共有し今日にいた
るまで踏襲している。生産量と販売量の増大に伴
い住民たちが実践してきた農法に近く、I氏が推
進する環境保全型農業（米ぬか農法）をすることに
なった。米ぬか農法は、米ぬかで土を醗酵させる
ので、団粒構造ができるような土となり、大型機
械で深く耕す必要もなく、高齢者の農業に最もふ
さわしいと考えられた。今は、高齢者の農業から、
障害者が農業をすることになったが、障害者を対
象としても相応しい農法だとI氏は考えている。

（３）社会福祉法人ひだまりの郷あなん阿南町就
労支援センターの活動
　就労支援センター所長H氏・農業担当職員T氏・
利用者 6 名と阿南町集落支援員IN氏（阿南町支援
員時の内容）への聞き取りおよび関連資料より、
平成 27（2015）年からの鈴ヶ沢モデルの展開をま
とめた。実施主体（機関・施設）が就労支援センター
に引き継がれた平成 27（2015）年からを鈴ヶ沢モ
デルのⅡ期とした（図 1 参照）。
　就労支援センターでは、I氏たちとの数回の話
し合いの結果、阿南町社協が始めた高齢者のため
の農業支援を障害者のための農業に応用しようと
いうことに至り、前述のとおり平成 27（2015）年
から伝統野菜を生産することになった。農業活動
に取り組むにあたり、課題点の整理が行われた。
先行事例から予想される効果としては、利用者の
工賃が向上すること、農業から利用者にセラピー
効果が得られること、利用者の体力・健康が維持
増進されることがあげられた。反面、不安な点と
して、種採りから収穫までの農業技術が習得でき
るか、経費倒れしないか、販路を確保できるかな
どがあげられた。これは、前出の特定非営利活動
法人日本セルプセンターの調査報告xviiiにおいて、
全国の障害者就労支援施設が、農業活動に取り組
んでいない理由にあげられているものと同様であ
り、農業活動をやめた理由にもあげられているも

中に、私たちが豊さと引き換えにどこかにとうに
置き忘れてきた『足るを知ることの大切さ』が息
づいている」ということであった。「在来の野菜の
存在と足るを知るという思いこそが、この集落固
有の地域資源であろう。この地域資源を残すこと
が鈴ヶ沢集落を残すことにつながる」とI氏は考え
ている。それが、鈴ヶ沢モデルを展開していく動
機になっているのではないだろうか。
　伝統野菜の種の継承と生産振興で地域ブランド
の維持をしたいとする大命題がある中で、生産の
担い手確保が最重要課題だという。I氏が考えた
担い手は、役場、農協、郵便局といった公的なと
ころを定年退職した方に、せめて 70 歳までのう
ち 5 年間位伝統野菜の栽培にかかわってもらう、
というものだった。勿論このような案は現実的で
はなかった。次に、地区への移住者に担ってもら
う案を考えた。しかし、伝統野菜では生業になら
ない、生活できないことから、この案も実現しな
かった。一番現実的な案は、地域おこし協力隊の
隊員に担ってもらうことだった。平成 24（2012）
年から 3 年間は素晴らしい実績を残せたが、前述
のような理由で断念せざるをえなかった。最終的
に、農業就労チャレンジ事業を活用し、農業就労
チャレンジサポーターを配置して、就労支援セン
ターの利用者にお願いすることになって 4 年が経
過しようとしている。利用者に関して特筆すべき
ことは、初年度 650 時間費やして行った農作業内
容を、4 年目の今年度は 400 時間でこなしている
ことである。
　平成 19（2007）年当時、鈴ヶ沢の野菜には固有
の名前が付いていなかった。この集落に暮らす人
たちにとって、なすもうりも南蛮も一つしかなく
特別に名前など必要が無かったからである。しか
し、伝統野菜に選定されるためには、また地域外
に紹介するとなると名前が必要となってくる。そ
こで、伝統野菜に名前を付けようということにな
り、住民との話し合いがもたれた。集落はいつの
日か消滅するが自分たちが生きた証として集落の
名前を残そうということになり、これらの野菜の
頭に「鈴ヶ沢」と付けることになった。
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存在は利用者 7 名であり、ゆえに継続的な労働を
するためには細かな配慮がされている。例えば、
利用者の疲労が蓄積されているときは半日の作業
にする、利用者個々の得意・不得意を見極めてそ
の人に合った作業内容を担当してもらう、得意な
作業ができるように前任職員から現任職員への引
き継ぎ、引き継ぎ後も助言が得られる体制がとら
れている。また、職員は常に利用者の圃場での作
業をしっかりと観察している。
　農作業だけでなく、阿南町集落支援員企画の農
業体験イベント（以下：イベント）にも利用者が参
加している。地区内外の人たちと交流する機会が
できて、さまざまな人とのかかわりを楽しみにし
ている利用者もある。利用者 6 名の感想は、「楽
しい。畑が一番楽しい。天気がいい方が好きだ、
畑に行けるので。売りに行ったりすることが好き。
昔はうちで豚を飼っていた。やぎを飼った。乳を
搾った。縄をなったことがあった。暇なのは、ダ
メだ。草取り、草取り。ジャングルになったら困る」
ということである。農作業や販売で社会との交流
を楽しんでおり、昔の体験した農作業を回想する
機会にもなっている。環境保全型農業では除草剤
を使用しないことから、除草は利用者による手作
業に大きく依存している。平成30（2018）年の夏は、
全国的に記録的な猛暑であり、長野県も例外では
なかった。そのような気候であっても、仕事への
使命感を持って除草作業にあたっていたことがわ
かる。

（４）阿南町集落支援員（元地域おこし協力隊員）
IN氏の活動
　IN氏への聞き取りおよび関連資料より、IN氏の
活動をまとめた（地域おこし協力隊員時の内容は

（1）に、阿南町集落支援員時の内容は（3）にも一
部記述している）。
　平成 26（2014）年から地域おこし協力隊員とし
て阿南町で活動し、むらづくり協議会事務局の業
務も担っている。平成 27（2015）年からはおひと
よし倶楽部の事務局の業務も担っている。おひと
よし倶楽部I氏の話に共鳴し「地域おこし協力隊の
３年の任期が終わってもこの地区に住む。この地

のである。この不安な点は、就労支援センターだ
けではなく、全国の障害者就労支援施設が直面す
る問題といえる。当時の就労支援センター農業担
当職員は、これらの問題解決に向けて、町内外の
社会資源である「伝統野菜」、「おひとよし倶楽部I
氏」、「農業就労チャレンジ事業」の導入を図った。
当初 2 年間は同事業のもと 3 名の農業就労チャ
レンジサポーターが配置された（うち 1 名はI氏）。
この 3 名の農業就労チャレンジサポーターによる
利用者への農業指導のもと、就労支援センター利
用者 6 名（現在は 7 名）の作業によって伝統野菜
の栽培は継承された。野菜の販売については、I
氏とむらづくり協議会と鈴ケ沢の住民が連携して
できるようになった。
　この活動は、開始から約1年半後の平成27（2015）
年に報告されたxix。予想された効果について、利
用者の工賃は向上している、利用者へのセラピー
効果としては、自然の中での活動が利用者の楽し
みになっている、その活動が利用者の体力・健康
維持増進されるための体力トレーニングになって
いる。不安だった点については、栽培技術の習得
は農業就労チャレンジサポーターから指導が受け
られ利用者の農業技術は年々向上している、経費
については環境保全型農業により出費が抑えられ
ている、販路の確保は地域の小中学校、保育所の
給食に提供、農産物直売所、県内外の飲食店、町
内の個人宅へ販売できるようになった。予想して
いなかった効果として、地道な広報活動で「伝統
野菜、農福連携」が注目され、多くの方の関心や
協力が得られるようになった。地域住民はもとよ
り行政機関、研究者、学生、小中学生、バイヤー、
国内外の視察者が訪れて利用者との交流が図られ
た。特に、小中学生との交流が始まり、給食に取
り入れられたことは「福祉教育」、「食育」、「郷土
愛を育む」ことなどへ発展していった。今後の展
望として、「農福連携」は「食」にもつながる、未来
の子どもたちに「命のバトン」を手渡す活動にし
ていきたいとまとめられた。
　現在では所長 1 名、農業担当職員 1 名xx、利用
者 7 名が農作業にあたっている。労働力の中心的
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使った料理をし、それまでに関わった方々を呼ん
で提供してくれた。伝統野菜が料亭での料理を通
して消費者に愛されていることが、生産者や関係
者に理解できた機会となった。イベントには、就
労支援センター利用者、地域の協力者、地区の小
中学生、県内の大学などからの参加がある。1 回
の参加者が 40 名ほどになることもある。植え付
けの作業を子どもも障害者も高齢者も学生も分け
隔てなく協働することで、これまでにない交流が
うまれ、自己以外を知り差別意識もなくなってい
るようである。楽しいところに人が集まり学びも
深まっているようである。
　補足として、阿南町役場に鈴ヶ沢モデルにかか
わった方が職員として入職している。1 名は大学
生時代に、鈴ヶ沢で農業体験をした資格専門職の
方である。この鈴ヶ沢モデルについて在籍してい
た大学の先生が「これからは農業が大事だ」と関
心を持ち、専門職をめざす学生たちを連れて来る
ようになったことによるものである。イベントを
開催するなど鈴ヶ沢モデルの広報活動が、このよ
うな成果もあげている。IN氏も、地域おこし協力
隊任期終了後に阿南町集落支援員として臨時職員
として雇用継続されている。
　以上の鈴ヶ沢モデルの関係機関（者）への聞き
取り調査のテキストデータとこれまでに専門誌等
で発信されたテキストデータを集約整理し、図解
によるデータの整理を次章に明示する（図2参照）。

4．調査結果の整理と考察
（１）鈴ヶ沢モデルⅠ期
　まずは、【社会全体の問題】として「今後も人口
減少・高齢化が進行し、限界集落は、全国的に拡
大、地域社会の維持さえ難しい深刻な状況であ
る。長野県内の 93 カ所が限界集落と報道され（当
時）、信州の豊かな自然や原風景が損なわれてい
くといわれる」。そのような中で、阿南町社協が
地域のアセスメントを行い【この地域の問題】と
して「鈴ヶ沢集落でも人口減少と高齢化により農
業生産が困難となっている。代々栽培されてきた
野菜が消滅の危機で、限界集落報道で集落の住民

区をなんとかする一人として頑張りたい」と決め
た。そのおもいは「現在は、すべてが機械化され
てボタン一つで済んでしまう。だから、それがで
きなければその人の役割は無くなってしまう。し
かし、環境保全型農業で伝統野菜を栽培するとな
れば、機械を使わない作業は人手が必要で、それ
ぞれみんなに役割が得られる。私は機械を使って
草を刈ることはできる、高齢者は細かい草を取る
作業をしてくれる。私は、今、地区のお寺に住ま
わせてもらっているが、とても一人では管理でき
ない。そういうところを隣近所の高齢者が助けて
くれる。元々、集落とはそういうところだったと
おもう。子どもから高齢者までが一緒に住んでい
て、子どもは子どもの、高齢者は高齢者の役割が
あり、そうして永らく共生してきた。そういうと
ころが、まだこの地区にはわずかに垣間見られる。
そこに、この地区を訪れる人が魅力を感じている
とおもう」ということである。
　地域おこし協力隊の任期終了後、平成 29（2017）
年からは阿南町集落支援員として就任し、さまざ
まな機関との連絡調整や県内外へ広報の役割を果
たしながら、県内外から訪れる方々の仲介も行っ
ている。
　むらづくり協議会事務局の活動xxiとしては、伝
統野菜に関するイベントを開催し今年で３年目
になる。イベント内容は、第１回「鈴ヶ沢の野菜
を植えよう」（植え付け）、第 2 回「鈴ヶ沢の野菜
を収穫しよう」（収穫）、第 3 回「鈴ヶ沢の野菜を
食べてみよう」（食べ比べ）、第 4 回「鈴ヶ沢の野
菜サンクスギビング！」（最後に畑の片付け）であ
る。第 4 回では種採りをし、五平餅を食べたりも
した。イベントを始めたきっかけの１つは、鈴ヶ
沢なすの販売先である飲食店のオーナや業者の方
が、どういうところで、どういう人たちが作って
いるのか、生産地や生産者の様子を知りたいと興
味を持ってくれたことから、実際に圃場に来たこ
とである。もう 1 つは、県内外にもこの野菜や地
区のことを深く理解して、協力してくれる仲間を
作りたいと考えたからである。実際に一流料亭の
料理長が地区に来て、鈴ヶ沢なす、うり、南蛮を
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に、「阿南町社協が地域アセスメント」を行い、地
域が抱える問題を整理し、まずは「課題解決に向
けた取り組みを始めた」、そこでは、「社協職員やI
氏が集落へアウトリーチ」し、「集落の住民との信
頼関係構築」と「エンパワメントが図られた」こと
である。さらに、費用対効果の評価から農業支援
の継続が困難となるが、取り組みを中止しないた
めに「地域内の既存および新規の社会資源を有効
に活用した」ことである。取り組みからは成果と
新たな問題がうまれるが、新たな問題に行き詰ま
らず、今後の課題がさらなる取り組みのニーズと
なり、Ⅱ期への展開となっている。Ⅰ期からⅡ期
へ、すなわち実施主体（機関・施設）の移行時に、
実施主体間で十分な話し合いが行われたことは、

「実施主体間（機関・施設）で関係構築と情報交換
ができた」こと、さらに、過渡期の不安定な状況
において「I氏およびIN氏が実施主体（者）として
橋渡しの役割」を担い、運営面だけではなく、こ
の取り組みに「かかわる人々のあついおもいを絶
やさずに守った」ことも取り組みが継続した要因
である。

（２）鈴ヶ沢モデルⅡ期
　おひとよし倶楽部I氏の「就労支援センターの利
用者に手伝ってもらいたい」、就労支援センター
の「高齢者のための農業支援を障害者のための農
業に応用しよう」、阿南町集落支援員IN氏の「みん
なに役割が得られ共生していく」という【取り組
む人々のおもい】がⅡ期の取り組みの動機となっ
た。【新たに使った資源】として、就労支援セン
ター、阿南町集落支援員、長野県農業改良普及セ
ンター、農業就労チャレンジ事業（農業就労チャ
レンジサポーター）、販売先、小中学校、大学、地
域の協力者を活用した。取り組みの【趣旨】は、農
福連携で伝統野菜を継承し、多くの人々と交流し
新たなつながりをつくることである。【具体的な行
動】は、農業就労チャレンジ事業を活用する、利
用者への農業指導と細かな配慮をする、利用者
個々の得意・不得意を見極め、圃場での作業をしっ
かり観察する、就労支援センター農業担当前任職
員から現任職員への引き継ぎをし、引き継ぎ後も

が生き甲斐をなくしている」とした。この問題に
【取り組む人々のおもい】は、阿南町社協は「高齢
者が最期まで在宅生活できるように、社協事業が
安定経営できるようにしたい」。おひとよし倶楽
部I氏は「地区の高齢農業者を応援したい。この地
区にはすばらしい在来の野菜や習慣がある、これ
をなんとかしたい」。地域おこし協力隊IN氏は「こ
の地区に住み、この地区をなんとかしたい」とい
うものであった。【取り組みに使った資源】は、阿
南町社協（農業塾、農業おたすけ隊、農業支援、お
ひとよし倶楽部、社会就労センター）、I氏、伝統
野菜（なす、うり、南蛮の種）、地域の農家、和合
元気なむらづくり協議会、地域おこし協力隊であ
る。取り組みの【趣旨】は「農業支援で集落の人々
の在宅生活を継続させ、限界集落の伝統野菜を継
承する」である。【具体的な行動】は、まずは集落の
住民から話を聞く、ホド芋を栽培する、阿南ブラ
ンド（元気だかなブランド）を作り出す、なす、う
り、南蛮に名前を付けて伝統野菜に申請する、環
境保全型農業（米ぬか農法）による栽培をする、農
業支援事業を社会就労センターに移管した際に取
扱品目を「鈴ヶ沢なす、鈴ヶ沢うり、鈴ヶ沢南蛮、
ホド芋、赤大豆」に絞り込み、農家と社会就労セ
ンター利用者が生産販売をする、生産者確保のた
めに地域おこし協力隊に参加してもらうことであ
る。取り組みの【成果】としては、集落の住民との
信頼関係が構築できた、それにより受け継がれて
きた野菜の種を渡してくれた、栽培する圃場がみ
つかりたくさん収穫できるようになった、集落の
住民に売り上げを配分し利用者には工賃として還
元できた、集落の住民がまた元気になってくれた、
環境保全型農業は高齢者に最もふさわしいという
考えに至ったことである。【今後の課題】は、平成
27（2015）年から地域おこし協力隊の協力が得ら
れない、生産活動を継続するための人員を確保す
ることであり、課題解決に向けて、社会福祉法人
ひだまりの郷あなんと何回も話し合いを行った。
　鈴ヶ沢モデルⅠ期において、取り組みが継続し
た要因を考察した。要因としては、社会福祉にお
けるパラダイムシフト（介護保険制度開始）の際
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たというだけではなく、発想の転換、すなわち販
売先の料亭料理人を単に販売先としてとらえる
のではなく、イベントの協力者としてとらえる、
また、イベントに参加する小中学生を単に参加者
としてとらえるのではなく、給食による伝統野菜
の消費者（販売先）としとらえたことなどである。
さらに、農作業を担当する就労支援センターの利
用者に対して細やかな配慮ができる体制が取られ
ており、利用者への工賃や楽しみや交流の機会が
増えるなど「利用者に有益であった」こと。県内
外へ広報したことで販売先や集落を訪れる人が増
え「新たなつながりがつくられた」こと。伝統野
菜を学校給食の食材にする、実施主体（者）を臨時
職員として採用するなど「行政機関からの支援も
得られる」ようになったこと。これらは、ひとえ
に、外部との関係づくりに耐えうるしっかりとし
た鈴ヶ沢モデルの「基礎固めがⅠ期にできていた」
ことが要因にあげられる。Ⅱ期が始まって今年で
4 年目となり、今後の課題も見えてきている。就
労支援センターの利用者にも高齢化という問題が
起こっており、Ⅰ期と同様に生産者の確保が重要
課題となっている。しかし、次世代を担う子ども
たちとのつながりもできて、未来の子どもたちの
ためにという「今後のビジョンが持てる」という
ことも継続する要因にあげられる。
　そして何よりも、Ⅰ期、Ⅱ期をとおして、「集落
の住民の合意と協力が得られた」ことが、鈴ヶ沢
モデルが消滅することなく、現在も継続されてい
る大きな要因ではないかと想定される。
 

助言が得られる体制を保つ、環境保全型農業を継
続し、I氏とむらづくり協議会と鈴ケ沢の住民た
ちが連携して野菜を販売していく、県内外へ広報
し、イベントを開催、さまざまな機関との連絡調
整、訪れる方々の仲介をしていくことである。取
り組みの【成果】としては、環境保全型農業により
出費が抑えられ、販路が確保でき、利用者の農業
技術は徐々に向上し、利用者への工賃が向上、利
用者の楽しみや体力トレーニングになった、利用
者が昔体験した農作業を回想した、仕事への使命
感が持てた、環境保全型農業は障害者にもふさわ
しいという考えに至った、広報活動により多くの
方の関心や協力が得られ交流が図られた、これま
でにない交流で楽しいところに人が集まり学びも
深まり、差別意識もなくなっているようである、
伝統野菜が消費者に愛されていることが生産者や
関係者に理解できた、学校給食に使われ「福祉教
育」、「食育」、「郷土愛を育む」ことなどへ発展し
ている、鈴ヶ沢で農業体験した方が町役場に入職
することになったことである。【今後の課題】とし
ては、「鈴ケ沢なす」「鈴ケ沢うり」「鈴ケ沢南蛮」
を地域ブランドとして維持していくには、就労支
援センターの利用者も高齢化しているため、さら
に生産者を確保していくこと、農は食に通じるこ
とから未来の子どもたちに「命のバトン」を手渡
す活動へと発展させることである。
　鈴ヶ沢モデルⅡ期について、取り組みが継続し
ている要因を考察した。要因としては、「新たに
地域内外の社会資源も使った」ことがあげられる。
これはⅠ期に使わなかった制度や施設などを使っ
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図 2　鈴ヶ沢モデルⅠ期Ⅱ期の展開
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かかった。『それじゃ、おまえたち持っていってす
ぐやってくれ』ではなかった。集落の住民も、こ
れまでずっと集落だけで受け継がれてきた種を
そんな簡単にはよそ者には渡したりしないのは
当然である。（TV報道で）限界集落であるこの集
落は、もう駄目だといわれたように受け取った集
落の住民みんなが、生き甲斐をなくして、ここに
住んでいることがいいのだろうかと塞ぎ込んでし
まった。私たち社協職員にも会ってくれる状況で
はなかった。しかし、社協はこれから地域の農業
支援をするということで、I氏や職員が何回も訪問
して、いろんな話をする中で、なすが大事だ、う
りが大事だと伝えていった。それでやっとまた元
気になってくれた。I氏たちの努力によって、少し
ずつ信頼関係が築かれ、やがて栽培する圃場がみ
つかり、そこでなすが出来て、うりが出来て、た
くさん収穫できるようになって、集落の住民にも
売り上げが配分できるようになった。鈴ケ沢の野
菜の種を一番頑張って守ってきた方が、今は高齢
者施設に入所していて、自家採種できなくなって
いる。しかし、就労支援センターの農業担当業務
がT氏に引き継がれて、そのT氏は実際に集落に
住んでいる。阿南町集落支援員IN氏も地域おこし
協力隊の任期が終了しても同じ地区で暮らしてい
る。限界集落と言われたところで、生活しながら、
鈴ケ沢の住民が永らく守ってきたことを継承して
くれている。本当にありがたいことである」。
　本研究では、伝統野菜を守り新たなつながりを
つくる鈴ヶ沢モデルは、地域のさまざまな機関

（者）の活動が融合した農福連携であるということ
の記述と、現在もその取り組みが継続されている
要因を列挙した。その中でも、継続されている大
きな要因として、集落で暮らす住民のおもいとも
一体化したものであるということが、K氏やI氏お
よびIN氏の聞き取りから想定される。このこと
については、本研究を手掛かりとして、集落の住
民（元住民）への聞き取り調査を実施し追究した
いと考えている。
　おわりに、本研究にはいくつかの課題も残され
ている。まずはデータ数の問題がある。本研究対

　全国農福連携推進協議会会長濵田が、農福連携
への期待として「過疎化・高齢化に苦しむ農山村
地域においても、農業および農地管理の新たな担
い手の創出に地域の定住人口や交流人口の創出、
農業生産以外の地域の労働力の創出など、地域活
性化に結びつく可能性がある」xxiiと述べている。
前出の大野は、山の荒廃問題から考える地域の再
生について「第一に考えなければならないのは、
環境汚染型の流域社会から、環境保全型の流域社
会へというのが、われわれが歩むべき基本的な方
向であろう」xxiii、そして「環境保全に重要な役割を
果たしている農林漁業とそれを支えている農山村
漁村こそ、殺伐とした現代社会に生きる人間の心
を癒す役割を果たせるし、山村留学等で指摘され
ている教育的・文化的な機能を持っています」 xxiv

と述べている。
　鈴ヶ沢モデルは、高齢者の在宅生活を支援する
ということから始まった阿南町の農業支援が、さ
まざまな機関（者）の活動と融合しながら、鈴ヶ沢
集落の伝統野菜に象徴される歴史と文化を守る活
動へと応変し、環境保全型農業の実践で農山村の
美しい水や森林だけではなく下流域までの豊かな
自然を守り、農林水産省・厚生労働省が提唱した
農福連携を取り込み、集落に地区内外の人を呼び
込み新たなつながりをつくり、小中学生をはじめ
とした福祉教育の場となり、また分野を超えて多
世代交流の場となり、それにかかわる人々の心を
癒し、生きがいをつくりだしている。今後、私た
ちが取り組むべき地域活性化、地域再生の方向性
を示しているモデルといえるであろう。

５．おわりに 
　ここまで、鈴ヶ沢モデルをⅠ期とⅡ期にわけ、
さまざまな機関（者）の活動が融合し限界集落の
問題解決をめざす取り組みが継続されている要因
を明らかにしてきた。
　以下に、阿南町社協事務局長K氏の聞き取りで
得られた内容で、主に集落の住民にかかわり始め
たときの様子を記しておく。「集落の住民が持って
いる種を我々に渡してくれるまでにはとても時間
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viii	 濱田健司『農福連携の「里マチ」づくり』鹿島出版
社，2016 年，61 頁によると，行政機関においては，
2010 年に鳥取県で「鳥取発！農福連携事業」とい
う事業名に，同じ頃農林水産省農林水産政策研究
所で「農村活性化プロジェクト研究農福連携研究
チーム」という名称に，農福連携という言葉が用
いられたとのことである。

ix	 ①農林水産省ホームページでは「農福連携とは，
障害者等の農業分野での活躍を通じて，自信や生
きがいを創出し，社会参画を促す取組であり，農
林水産省では，厚生労働省と連携して，『農業・
農村における課題』，『福祉（障害者等）における
課題』，双方の課題解決と利益（メリット）がある
Win-Winの取組」と定義される。
②厚生労働省・農林水産省『「農」と福祉の連携　
福祉分野に農作業を～支援制度などのご案内～

（2018 年 9 月版）』では「農福連携の取組は，地域
における障害者や生活困窮者の就労訓練や雇用，
高齢者の生きがい等の場となるだけでなく，労働
力不足や過疎化といった問題を抱える農業・農村
にとっても，働き手の確保や地域農業の維持，更
には地域活性化にもつながる」としている。

	 農林水産省ホームページ（http://www.maff.go.jp/
j/nousin/kouryu/kourei.html/ 2018/ 11/ 06）

x	 大野晃「限界集落の実態と地域再生への道～山村
の新たな展開を目指して～」『地方議会人 6 月号』
中央文化社，2008 年，17 頁。

xi	 坂田期雄『まちづくりに市民の力』ぎょうせい，
1989 年，3‐10 頁。

xii	 特定非営利活動法人日本セルプセンター『農と福
祉の連携についての調査研究報告』2014 年。

xiii	 山崎亮「地域を変えるデザインコミュニティ」『コ
ミュニティが元気になる 30 のアイデア　地域を
変えるデザイン』英治出版，2012 年，268 頁。

xiv	 信州ルネッサンス革命推進事業による資金で、地
域に軸足をおいた施策や協働して行う創意工夫の
ある取り組みなどを支援する制度。

xv	 和合地区の有用な地域資源を維持・活用しながら、
和合住民が楽しみ、生き甲斐をもって生活してい
けるような基盤を再生していくとともに、外部か
らの人の呼び込みと定住を促進させる取り組みを
推進することを活動の２本柱としている。具体的
には、県の認定を受けた信州の伝統野菜である、
和合在来の「鈴ヶ沢なす・鈴ヶ沢うり・鈴ヶ沢南蛮」
の継承・普及、遊休地を再生して行っているお米
作り、移住希望者には空き家を紹介し、スムーズ
に地区に入れるよう、事前に住民との懇談会など
の設定を行っている。和合元気なむらづくり協議
会ホームページ（http://wagou-camera.nagano.jp/

象は１件に限定したものであり、十分なデータ数
ではなかった。さらに、本研究は農福連携が継続
しているケースであり、いわば成功事例の調査で
あったといえるであろう。一般化していくには、
農福連携が継続しなかった事例の調査も行わなけ
ればならないと考えている。また、今回の調査で
は聞き取りにより質的データを収集した。これら
の収集したデータをどのように分析していくの
か、更なる検討を進めなければならないと考えて
いる。
　これらいくつかの課題があり、まだまだ集積し
なければならないことが数多くある。これらの課
題については、他日を期することとしたい。
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